
 

新潟市立幼稚園における給食費の管理に関する要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，新潟市立幼稚園における給食費の管理に関する要綱（以下「要綱」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領における用語の意義は，要綱の例による。 

 

（給食の実施日） 

第３条 給食を提供する日は，幼稚園ごとに教育委員会が別に定めるものとする。 

 

（申込み） 

第４条 保護者からの幼稚園入園願の提出をもって，入園期間中の給食提供の申込みをしたもの

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，市長は，特別の事由があると認めるときは，申出書を提出させる

ことができる。 

 

（給食費の通知） 

第５条 市長は，毎年度給食費負担者に対して，新潟市立幼稚園給食費決定通知書（様式第１号）

により，給食費の額を通知するものとする。 

２ 額に変更がある場合は，新潟市立幼稚園給食費変更通知書（様式第２号）により，給食費の

額を通知するものとする。 

 

（給食費の額） 

第６条 要綱第３条第３項の規定により定める給食費の額は，別表第一のとおりとする。 

 

（給食費の徴収） 

第７条 要綱第３条第１項の規定により，給食費負担者から，前条の規定により定められた給食

費の額にその月の実施予定日数を乗じて得た額を，当該月分の給食費として徴収する。ただし，

市長が必要と認めるときは，この限りではない。 

 

（給食費の納入期限） 

第８条 要綱第６条に規定により定める給食費の納入期限は，別表第二のとおりとする。 

２ 前項に規定する納入期限が日曜日，土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第

１７８号）に規定する休日（以下この条において「休日」という。）に当たるときは，その日

後においてその日に最も近い休日でない日をもって納入期限とする。 



 

３ 市長は，前２項に規定する納入期限により難いと認めるときは，同項の規定にかかわらず，

別に納入期限を定めることができる。 

 

（給食費の督促） 

第９条 要綱第７条に規定する督促は，当該納入期限後３０日以内にその発行の日から起算して

１０日以上適当な日数を経過した期限を指定して，督促状（様式第３号）により行うものとす

る。 

 

（給食費の遅延損害金） 

第１０条 市長は，前条第１項の規定による督促をしたにも関わらず，給食費負担者が納入期限

までに給食費を納入しない場合は遅延損害金を徴収するものとする。 

２ 前項の遅延侵害金の額の算定においては，新潟市債権管理条例（平成２６年新潟市条例第９

号）第９条各号の規定の例による。 

 

（給食費の減免） 

第１１条 要綱第８条に規定する「特別の理由があると認められるとき」については，次のとお

りとする。 
（１）幼児等が退園又は休園により給食の提供を受けなくなったとき 
（２）幼児が食物アレルギーのため，全ての給食の提供を受けることができないとき 
（３）幼児が食物アレルギー又は疾病のため，給食の飲用牛乳の提供を受けることができないと

き 
（４）幼児等が病気、事故その他の理由により、市が給食を実施する日において当該年度中に連

続して６日以上欠食し、給食の提供を受けることができないとき 
（５）インフルエンザ等の感染症防止対策により学級閉鎖を実施したとき 
（６）その他市長が給食費の減額が特に必要であると認めるとき 
２ 前項第１号から第４号の規定により給食の停止及び減免を申し出る場合の届出は、新潟市学

校給食費等の管理に関する要綱第７条の例による。 
３ 第１項各号における，減額の計算については，別表第三のとおりとする。 
４ 前項の計算により１円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てるものとする。 

 

（還付及び充当） 

第１２条 市長は，給食費に係る過誤納金があるときは，給食費還付通知書（様式第６号）によ

り，速やかにこれを還付するものとする。 

２ 市長は，前項の規定により過誤納金を還付する場合において，その還付を受けるべき給食費

負担者から徴収すべき給食費があるときは，同項の規定にかかわらず，その過誤納金をその給

食費に充当することができる。 

 



 

（給食費の調整） 

第１３条 市長は，一の年度における給食費の額が発生した日の合計数が一の年度における給食

を実施する予定の日の合計数と異なることとなったときは，当該年度において徴収すべき給食

費の額について，必要な調整を行うことができる。 

２ 前項に規定する調整を行うときは，新潟市立幼稚園給食費清算通知書（様式第７号）により

通知するものとする。 

 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，市長が定める。 

 

   附 則 

 この要領は、令和元年１０月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和４年１２月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年１０月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要領は、令和７年１月１日から施行する。 

  

  附 則 

 この要領は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

別表第一（第６条関係） 



 

給食費（１人１日につき） 

主食費 副食費 合計 

４０円 ２６０円 ３００円 

 

別表第二（第８条関係） 

期別 対象月 納入期限 

第１期 ４月及び５月分 ６月２５日 

第２期 ６月分 ７月２５日 

第３期 ７月及び８月分 ９月２５日 

第４期 ９月分 １０月２５日 

第５期 １０月分 １１月２５日 

第６期 １１月分 １２月２５日 

第７期 １２月分 １月２５日 

第８期 １月分 ２月２５日 

第９期 ２月及び３月分 ３月２５日 

 

別表第三（第１１条関係） 

減額する事由 減額の計算 

第１１条第１項第１号 

別表第一に掲げる給食費の額に、第１１条第２項の届出のあ

った日の翌日から起算して５日（各学校の休業日、土曜日、

日曜日及び休日を除く。）を経過した日以降の停止を希望する

日から当該日数を乗じた額 

第１１条第１項第２号 

別表第一に掲げる給食費の額に、第１１条第２項の届出のあ

った日の翌日から起算して５日（各学校の休業日、土曜日、

日曜日及び休日を除く。）を経過した日以降の停止を希望する

日から当該日数を乗じた額 

第１１条第１項第３号 

別表第一に掲げる副食費に含まれる牛乳代相当額に、第１１

条第２項の届出のあった日の翌日から起算して５日（各学校

の休業日、土曜日、日曜日及び休日を除く。）を経過した日以

降の停止を希望する日から当該日数を乗じた額 

第１１条第１項第４号 

別表第一に掲げる給食費の額に、第１１条第２項の届出のあ

った日の翌日から起算して５日（各学校の休業日、土曜日、

日曜日及び休日を除く。）を経過した日以降の停止を希望する

日から当該日数を乗じた額 

第１１条第１項第５号 学級閉鎖等の日数に別表第一に掲げる給食費を乗じた額 


